
 

 

 

 

 

 

 

        

        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                                              

                                                          

 

 

                                    

観光産業共通 
 プラットフォーム 

・宿泊施設と旅行会社間の非効率な情報 
 連絡体制の改善による生産性向上！  
・観光産業全体のＤＸ化促進  
・災害時の正確な情報集約・発信による 

 混乱回避、風評被害の最小化！ 

一般社団法人日本旅行業協会（ＪＡＴＡ）は、観光産業全体の生産性向上による高付加価値業務への人的リソース 

シフト、デジタル基盤の活用によるＤＸ化の促進、災害時の正確・迅速な情報集約による混乱回避、風評被害の最小化

による災害地の早期復興を目的に「観光産業共通プラットフォーム」を構築します 

観光産業共通プラットフォームで実現すること 

① 宿泊施設基本情報の共通プラットフォーム化 

 

旅行会社Ａ 

旅行会社Ｂ 

旅行会社Ｃ 
  ・   ・   ・ 

旅行会社Ｚ 

宿泊施設Ａ 

宿泊施設Ｂ 

宿泊施設Ｃ 
  ・   ・   ・ 

宿泊施設Ｚ 

宿泊施設Ａ 

旅行会社Ａ 

旅行会社Ｂ 

旅行会社Ｃ 
  ・   ・   ・ 

旅行会社Ｚ 

共通 
プラット 
フォーム 

宿泊施設Ａ 

・毎年又は契約更新時に旅行会社各社からそれぞれ 

異なるフォーム、項目、回答方法で確認依頼が来る 

＜これまで＞                          ＜共通プラットフォーム＞ 

 

・宿泊施設は旅行会社各社からの依頼の都度、指定のフォームで回答 

・デジタル化が進んでいない施設もありＦＡＸでの回答も多く存在 

・旅行会社各社は、依頼に対して回答いただけない施設への督促や 

ＦＡＸでの回答内容の自社システムへの入力等の業務が発生  

・宿泊施設の基本情報に変更があった際は共通プラット 

フォームに更新情報を入力 

・旅行会社各社は共通プラットフォームに蓄積された 

最新の情報を参照する（取り込み）だけ！ 

・情報が更新された際はキューにてお知らせ！ 

 

 

 

② 宿泊施設営業情報の発信 

 

※宿泊施設基本情報とは：施設名、所在地、電話番号、チェックイン・チェックアウト時間、築年数、地上階数。地下階数、エレベー
ター、部屋数、部屋タイプ、眺望、備品、バストイレ有無、レストラン、宴会場（数、収容人数、広さ等）、
会議室、大浴場（数、露天風呂・サウナの有無、洗い場の数等）、駐車場有無、大型バス対応可否、アクセス
情報、娯楽施設、利用可能クレジットカード、最寄りの病院・警察署など約 1,300項目を保持予定 

旅行会社Ａ 

旅行会社Ｂ 

旅行会社Ｃ 
  ・   ・   ・ 

旅行会社Ｚ 

宿泊施設Ａ 

＜これまで＞                          

・宿泊施設が旅行会社各社に 

営業情報を発信する際は担当部署宛に 

一斉ＦＡＸや一斉メールで発信されることが多い 

・ＦＡＸの見落としなど情報が届かずにトラブルになることもある 

 

＜共通プラットフォーム＞ 
※営業情報とは： 

一部客室の改装による 

利用停止や大浴場の 

メンテナンス、レスト 

ランの臨時休業など、 

期中で発生する営業上 

の各種情報 

宿泊施設Ａ 
共通 
プラット 
フォーム 

旅行会社Ａ 

旅行会社Ｂ 

旅行会社Ｃ 
  ・   ・   ・ 

旅行会社Ｚ 
・宿泊施設は営業情報を共通プラットフォームに入力 

・営業情報が入力された際は旅行会社各社にキューが送られ、 

共通プラットフォームにて最新の営業情報内容が確認できる 

旅行会社Ａ 

旅行会社Ｂ 

旅行会社Ｃ 
  ・   ・   ・ 

旅行会社Ｚ 

③ 災害時の情報集約 

 ＜これまで＞                          ＜共通プラットフォーム＞ 

・地震や風水害等の災害発生時、旅行会社各社は該当エリアの宿泊施設に 
電話で被害状況や送客したお客様の安否確認を行う 

・電話が通じない場合は確認できるまで再度電話を掛け続けている 
・災害発生で現地は混乱しているにもかかわらず緊急性がない問い合わせ（一か月先 
の団体は受入可能か？道路はいつ復旧するのか？等）が多数発生 

旅行会社Ａ 

旅行会社Ｂ 

旅行会社Ｃ 
  ・   ・   ・ 

旅行会社Ｚ 

共通 
プラット 
フォーム 

宿泊施設Ａ 

宿泊施設Ｂ 

宿泊施設Ｃ 
  ・   ・   ・ 

宿泊施設Ｚ 

・旅行会社各社は共通プラット 
フォームを確認し各宿泊施設 
の被害の有無情報を把握 

・各宿泊施設はＰＣ又はスマートフォンに
被災の有無を1回入力すると旅行会社各社
からの同様の問い合わせが削減できる 

 

④ オペレーション機能 

 上記①～③はシステム構築しただけでは実効ある運用がはかれない
ことから、ＪＡＴＡ組織内に「観光産業共通プラットフォーム
運営事務局」を設置し、右記の業務を実施します 

・宿泊施設への定期的な情報確認・登録依頼、登録情報管理、督促 
・災害発生時の該当エリア宿泊施設への情報登録依頼発報、登録確認、督促 
・システム操作方法支援、問い合わせ対応（ＤＸ化のためのボトムアップ） 

※実際にけが人など人的被害が出た場合は、共通プラットフォームだけでは対応

できないので、これまで通り宿泊施設と旅行会社各社で連携して対応する 

上記にて③④は２０２３年７月、①②は２０２３年１２月運用開始。今後、多言語化等の機能拡張を検討中 

 

 

 


